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　大町市地域支え合い体制づくり協議会では、ザ・ビッグ信濃大町店ふれあいホールを会場に、
住民のみなさんが主役の支え合い活動を始めました。企業のご協力で店内の空きスペースを
この活動に開放いただき、いろいろな団体が手作りの教室やイベントを企画運営しています。
どの企画も回を重ねるごとに常連さんが増え、活気にあふれています。11 月 28 日は、音楽
健康指導士の藤巻光作さん（大町市常盤）による音楽健康教室が開催され、20 人が参加して、
懐メロにのせて音楽レクリエーションを楽しみました。
　本年４月からはじまった介護予防・日常生活支援総合事業では住民主体の支え合いや助け合い
の活動を広めるために、大北の各市町村で協議体が発足し、地域ぐるみの活動が広がっています。

～地域の企業や、いろいろな団体が、地域活動を応援しています～

もくじ
１　第7期介護保険事業計画(案)の概要 …２頁
２　確定申告の準備（介護保険料）………６頁
３　　　 〃 　　　（医療費控除等） ……７頁

４　特養入所申込み状況…………………８頁
５　介護保険給付費通知について………８頁

支え合い活動は住民のみなさんが主役です！
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平
成
30
年
か
ら
32
年

ま
で
を
期
間
と
す
る
第

７
期
介
護
保
険
事
業
計

画
は
、
高
齢
者
が
安
心

し
て
暮
ら
す
こ
と
が
で

き
る
地
域
づ
く
り
を
推

進
す
る
た
め
、
介
護
保

険
事
業
の
適
正
な
運
営

に
向
け
た
目
標
と
、
実

現
に
必
要
な
重
点
取
組

み
事
項
な
ど
を
定
め
る

計
画
で
す
。

　
現
在
ま
で
、
作
成
委

員
会
を
５
回
開
催
し
、

将
来
人
口
や
介
護
を
必

要
と
す
る
人
、
必
要
な

介
護
サ
ー
ビ
ス
量
、
保

険
給
付
費
が
ど
の
く
ら

い
必
要
に
な
る
か
を
検
討
し
て
き
ま
し
た
。

　
今
回
は
計
画
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

◆ 

介
護
を
必
要
と
す
る
人
等
の
推
計

　
地
域
の
人
口
減
少
が
進
む
中
、
日
本
の
高
齢

化
が
ピ
ー
ク
を
迎
え
る
と
言
わ
れ
て
い
る
平
成

37
年
で
は
、
総
人
口
、
高
齢
者
人
口
と
も
、
本

年
度
よ
り
減
少
し
ま
す
が
、
64
歳
以
下
の
人
口

減
少
に
よ
り
、
高
齢
化
率
は
36
％
以
上
に
ま
で

上
昇
し
ま
す
。
一
方
で
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
等
を

提
供
す
る
担
い
手
の
減
少
が
予
測
さ
れ
る
中
、
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事業対象者 要支援者 要介護者 総人口

第７期介護保険事業計画の
概要（案）について

一
人
暮
ら
し
世
帯
等
の
増
加
に
伴
い
、
サ
ー
ビ

ス
を
必
要
と
す
る
人
数
は
、
今
後
も
増
加
す
る

と
予
測
さ
れ
ま
す
。（
グ
ラ
フ
１
）

◆ 

基
本
理
念

１ 

利
用
者
本
位

　
高
齢
者
の
自
立
を
支
援
し
、
支
援
を
必
要

と
す
る
高
齢
者
に
対
し
て
、
必
要
な
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
ま
す
。

２ 

総
合
的
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

　
高
齢
者
の
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
応
え

る
こ
と
の
で
き
る
効
率
的
・
総
合
的
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
ま
す
。

３ 

地
域
主
義

　

住
民
に
最
も
身
近
な
地
域
に
お
い
て
必
要

な
サ
ー
ビ
ス
を
き
め
細
か
く
提
供
で
き
る
体

制
づ
く
り
を
推
進
し
ま
す
。

◆ 

基
本
目
標

「
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
」

　
保
健
、
医
療
、
福
祉
、
住
民
、
事
業
者
を
含

め
た
地
域
相
互
の
連
携
の
も
と
に
、
住
ま
い
・

医
療
・
介
護
・
予
防
・
生
活
支
援
が
一
体
的
に

提
供
さ
れ
る
「
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
」
の

構
築
を
目
指
し
ま
す
。

グラフ１　総人口と要介護認定者等の推計
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基
盤
整
備
に
つ
い
て
は
、
高
齢
者
人
口
、
要

介
護
認
定
者
数
、
世
帯
構
成
の
変
化
な
ど
を
中

長
期
的
に
検
討
し
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た

サ
ー
ビ
ス
が
提
供
で
き
る
よ
う
整
備
を
進
め
ま

す
。
第
７
期
計
画
で
整
備
す
る
施
設
は
表
２
の

と
お
り
で
す
。

　

平
成
33
年
度
以
降
の
施
設
整
備
に
つ
い
て

は
、
計
画
期
間
中
の
施
設
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
状

況
や
需
要
等
に
基
づ
き
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

サ
ー
ビ
ス
基
盤
の
整
備
計
画

【表２】 施設整備計画
年度 施設種別 規模 場所

30
介護老人保健
施設

５床
（増床）

松川村

31
小規模多機能
型居宅介護事
業所

29床
（新規）

北部地域

　
第
７
期
計
画
期
間
中

の
介
護
サ
ー
ビ
ス
給
付

費
は
、
56
億
９
千
万
円

か
ら
60
億
円
程
度
に
な

る
と
見
込
ま
れ
、
施
設

整
備
分
を
含
め
て
前
年

度
比
で
２
％
程
度
増

加
す
る
と
試
算
し
て

い
ま
す
。

　
し
か
し
、
人
口
減
少

の
影
響
等
に
よ
り
、
今

後
は
、
要
介
護
認
定
者

数
も
減
少
し
て
い
く
と

考
え
ら
れ
ま
す
こ
と
か

ら
、
平
成
33
年
度
を

ピ
ー
ク
に
給
付
費
は
減

少
し
て
い
く
と
推
計
し

て
い
ま
す
。

【保険給付費の推移と推計（平成 29 年 12 月 13 日時点の試算値）】
期 第６期計画 第７期計画（試算値）

年 度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度
介護給付費 55 億９千万円 56 億８千万円 56 億９千万円 58 億４千万円 59 億７千万円
前年度比（％） － 101.4％ 100.2％ 102.6％ 102.2％
※平成 29 年度給付費は決算見込額

サ
ー
ビ
ス
給
付
費
の
推
計

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
（百万円）

3,0693,069

259259

2,1772,177

3,1633,163

266266

2,1682,168

Ｈ27

在宅サービス 居住系サービス 施設サービス

3,1393,139 3,0753,075

310310 301

2,2292,229 2,315

3,2053,205 3,3353,335 3,4713,471 3,4193,419 3,3683,368 3,3163,316 3,2613,261

307 312 317317 318318 319319 320320 321321

2,327 2,323
2,5742,574 2,5532,553 2,5332,533 2,5122,512 2,4792,479

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37
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市町村
民税

本人 本人　住民税非課税 本人　住民税課税

世帯 世帯　住民税非課税 世帯　住民税課税

前年の
年金収入や
所得状況等

生活
保護
老齢
年金
受給者

本人の課税年金収入✚合計所得金額 本人の合計所得金額

80万円
以下

80万円
超～
120万円
以下

120万円
超

80万円
以下

80万円
超

120万円
未満

120万円
以上
200万円
未満

200万円
以上
300万円
未満

300万円
以上
400万円
未満

400万円
以上

保険料段階 第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階 第９段階 第10段階

調整率
（基準額に乗じる

割合）
0.45 0.65 0.75 0.9 1.0 1.2 1.3 1.5 1.7 1.8

※第６期計画と同様に、第１段階については低所得者の保険料軽減強化の目的で、保険料額の一部分を公費
（国・県・市町村）で負担し、被保険者の保険料負担を軽減します。

こ
れ
か
ら
の
介
護
保
険
料

　
65
歳
以
上
の
方
（
第
１
号
被
保
険
者
）
に
納

入
い
た
だ
い
て
い
る
介
護
保
険
料（
基
準
月
額
）

は
、
第
１
期
は
２
，
４
０
０
円
で
し
た
が
、
介

護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
方
の
増
加
に
伴
い
、

現
在
は
５
，
５
０
０
円
（
約
２
．
３
倍
）
に
ま

で
増
加
し
て
い
ま
す
。

第１期

第６期

第５期

第４期

第３期

第２期

第９期（試算値）

第８期（試算値）

第７期（試算値）

2,4002,400円円

5,500円

5,000円

3,870円

3,870円

3,000円

▲227

▲444

5,760～5,830円＋α

6,360～7,020円＋α

7,410～7,700円＋α

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

基金軽減分 保険料額試算額介護保険料額

　
第
７
期
計
画
以
降
の
介
護
保
険
料
は
、

①
　
被
保
険
者
数
の
減

②
　
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の
増
加

③
　
基
盤
整
備
に
伴
う
給
付
の
増
加

　
な
ど
に
よ
り
、
今
後
も
増
加
す
る
見
込
み

で
す
。

　
将
来
人
口
の
推
計
結
果
や
、
必
要
と
見
込
ま

れ
る
サ
ー
ビ
ス
量
に
基
づ
き
試
算
（
平
成
29
年

11
月
６
日
時
点
）
し
た
保
険
料
は
、
グ
ラ
フ
２

の
と
お
り
で
す
。

※
　
最
終
的
な
保
険
料
は
、
給
付
準
備
基
金
を

活
用
し
て
、
一
定
の
負
担
軽
減
を
行
い
決
定

し
て
い
き
ま
す
。

介
護
保
険
料
の
負
担
段
階

　
み
な
さ
ん
に
広
く
薄
く
ご
負
担
を
お
願
い
す

る
た
め
、
保
険
料
段
階
の
負
担
段
階
は
現
在
と

同
じ
10
段
階
で
す
。

　
低
所
得
者
の
方
々
に
つ
い
て
は
、
負
担
の
軽

減
を
図
り
ま
す
。

公費
0.05

グラフ２　介護保険料(月額)の推移
（平成29年11月６日試算値）
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介
護
サ
ー
ビ
ス
を
必
要
と
す
る
人
が
安
心
し

て
サ
ー
ビ
ス
が
利
用
で
き
る
よ
う
重
点
的
に
取

り
組
む
事
項
は
次
の
と
お
り
で
す
。

１ 

介
護
予
防
の
推
進

　
高
齢
者
の
健
康
寿
命
を
延
伸
し
、
日
常
生
活

で
介
護
が
必
要
と
な
る
時
期
を
延
伸
し
ま
す
。

ま
た
、
介
護
を
必
要
と
す
る

状
態
が
悪
化
し
な
い
よ
う
、

状
態
の
維
持
に
努
め
る
施

策
を
展
開
し
て
い
き
ま
す
。

２ 

介
護
人
材
確
保
の
推
進

　
地
域
の
人
口
が
減
少
す
る
中
で
、
必
要
な
介

護
サ
ー
ビ
ス
を
安
定
的
に
提
供
す
る
た
め
担
い

手
の
確
保
を
推
進
し
ま
す
。

３ 

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
と
基
盤
整
備

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
継
続
的
、
安
定
的
に
提
供

計
画
の
中
の
重
点
施
策

（
重
点
的
に
取
り
組
む
こ
と
）

す
る
た
め
、
要
介
護
者
数
、
サ
ー
ビ
ス
ニ
ー
ズ

の
変
化
等
を
勘
案
し
て
施
設
整
備
の
必
要
性
を

判
断
し
て
い
き
ま
す
。

４ 

認
知
症
施
策
の
推
進

　
認
知
症
の
人
を
地
域
で
支
え
る
た
め
に
「
認

知
症
に
つ
い
て
の
正
し
い

知
識
と
理
解
に
基
づ
く
本

人
や
そ
の
家
族
へ
の
支
援
」

を
包
括
的
・
継
続
的
に
進
め

て
い
き
ま
す
。

５ 
日
常
生
活
支
援
の
体
制
整
備

　
生
活
支
援
を
充
実
さ
せ
ま
す
。
ま
た
、
介
護

予
防
や
生
き
が
い
づ
く
り
活
動
等
を
通
じ
て
、

地
域
の
支
え
合
い
の
輪
を
広
げ
て
い
き
ま
す
。

６ 

在
宅
医
療
と
介
護
の
連
携

　
住
み
慣
れ
た
地
域
で
自
分
ら
し
い
暮
ら
し
を

人
生
の
最
後
ま
で
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
、
在
宅
医
療
と
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
一
体
的
に

提
供
す
る
体
制
づ
く
り
を
推
進
し
ま
す
。

７ 

高
齢
者
の
居
住
安
定
に
向
け
て

　
住
み
慣
れ
た
地
域
で
の
生
活
が
継
続
で
き
る

よ
う
、
高
齢
者
向
け
の
住
ま
い
の
確
保
に
つ
い

て
、
関
係
機
関
と
連
携
し
て
取
り
組
み
ま
す
。

８ 

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

　
市
町
村
（
生
活
圏
域
）
ご
と
に
求
め
ら
れ
る

機
能
を
満
た
し
、
継
続
的
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
体

制
を
確
保
し
ま
す
。

計画について意見募集 ( パブリックコ
メント ) を行っています。
12月18日(月)～１月15日(月)まで
詳しくは、北アルプス広域連合のホー
ムページをご覧ください。
http://www.kita-alps.omachi.nagano.jp/http://
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65
歳
以
上
の
方
が
納
付
し
た
介
護
保
険
料

は
、
所
得
税
や
市
町
村
民
税
申
告
の
「
社
会
保

険
料
控
除
」
の
対
象
と
な
り
ま
す
。
平
成
29
年

１
月
１
日
か
ら
12
月
31
日
ま
で
に
お
納
め
い
た

だ
い
た
金
額(

特
別
徴
収
の
方
は
年
金
か
ら
天

引
き
さ
れ
た
金
額)

の
合
計
を
申
告
し
て
く
だ

さ
い
。

　

な
お
、
年
間
の
納
付
額
に
つ
い
て
は
、
下
の

表
の
と
お
り
、
納
付
方
法
別
に
年
金
保
険
者

(

日
本
年
金
機
構
等)

ま
た
は
北
ア
ル
プ
ス
広

域
連
合
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
、「
源
泉
徴
収
票
」「
納

付
済
額
証
明
書
」
に
よ
り
通
知
い
た
し
ま
す
の

で
、
申
告
の
際
に
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

　

そ
の
他
不
明
な
こ
と
が
ご
ざ
い
ま
し
た
ら
、

「
北
ア
ル
プ
ス
広
域
連
合
介
護
福
祉
課　

介
護

保
険
係
」
ま
で
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

電
話　

０
２
６
１

２
１

３
３
２
４

介
護
保
険
料
は

　「
社
会
保
険
料
所
得
控
除
」
の

　
　
　
　
　
　
対
象
と
な
り
ま
す

徴収方法

特　別　徴　収
（年金天引きの方）

普　通　徴　収
（納付書、口座振替の方）

年金年額が 18 万円以上の方で年金から
天引きされた方

年金年額が 18 万円未満の方等で納付書
や口座振替等で納めた方

証明書の
発　　行

１月下旬に年金保険者から「源泉徴収票」
がはがきで通知されます。　※障害年金・
遺族年金から天引きされた保険料につい
ては、北アルプス広域連合から「納付済
額証明書」を送付します。

１月下旬に北アルプス広域連合から「介
護保険料納付済額証明書」を送付します。

申　　告
（社会保険
料控除）
できる人

本人の年金から差し引かれた「介護保険
料」は、本人のみ社会保険料控除の対象
として申告ができます。
※本人の年金から差し引かれた介護保険
料を配偶者や家族が補填したとして
も、その配偶者や家族の社会保険料控
除の対象とはなりません。

本人が納付書や口座振替等により「介護
保険料」を支払った場合には、本人の社
会保険料控除の対象として申告ができま
す。また、本人の「介護保険料」を配偶
者や家族が納めた場合には、国民年金や
国民健康保険と同様に、配偶者や家族の
社会保険料控除の対象となります。

※ 40 歳から 64 歳の方は、介護保険料と健康保険料をいっしょに納付いただいており社会保険料
控除の対象となります。申告額等の確認などについては加入している医療保険者にお問い合わ
せください。

■障害者控除ついて

本人又は家族が、要介護１から５の要介護認定を受けている場合、障害者控除の対象となる
場合があります。控除の対象となった場合、認定証がお住まいの市町村から発行されますので、
申告の際に提示してください。詳しくは、市町村介護保険担当窓口にお問い合わせください。
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医
療
系
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
料
は
「
医
療
費
控
除
」
の
対
象
と
な
り
ま
す

　

医
療
系
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
利

用
料
は
、
所
得
税
や
市
町
村
民

税
申
告
の
「
医
療
費
控
除
」
の

対
象
と
な
り
ま
す
。
具
体
的
な

医
療
系
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
種
類

は
、
下
の
表
の
と
お
り
で
す
。

　

平
成
29
年
１
月
か
ら
12
月

ま
で
の
１
年
間
に
支
払
っ
た

「
医
療
系
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
利

用
料
」
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

※
控
除
を
受
け
る
た
め
に
は

「
領
収
書
」
が
必
要
で
す
の

で
、
ご
準
備
く
だ
さ
い
。

①寝たきりの状態で、療養上、おむつ使用が必要な方には、おむつ代が「医療費控除」の対象となります。
②初めておむつ代の「医療費控除」を受ける方は、「領収書」と医師が発行した「おむつ使用証明書」が必
要です。おむつ代の医療費控除を受けるのが２年目以降の方で、主治医の意見書により必要項目が確認
できる場合は、北アルプス広域連合が発行する「主治医意見書内容確認証明書」を、「おむつ使用証明書」
に代えることができます。ご希望の方は、お住まいの市町村の介護保険担当課にお問い合わせください。

「特別養護老人ホーム」「介護老人保健施設」「療養型医療施設」の施設サービス利用料と食費及
び居住費は、医療保険の入院と同じく「医療費控除」が受けられます。ただし「特別養護老人ホー
ム」については、１／２が対象となります。

おむつ代

施設サービス利用の場合

居宅サービス利用の場合

・訪問看護　　・通所リハビリテーション　・訪問リハビリテーション
・短期入所療養介護　・居宅療養管理指導　　　　　　　※以上は介護予防を含む。
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護（一体型事業所で訪問看護を利用する場合のみ）
・複合型サービス（上記の居宅サービスを含む組み合わせにより提供されるもののみ。生活援
助中心型の訪問介護部分を除く）

・身体介護が中心の訪問介護（生活援助が中心の訪問介護は対象外）
・訪問入浴介護　　・夜間対応型訪問介護　　・通所介護（地域密着型含む）　
・認知症対応型通所介護　　・小規模多機能型居宅介護　　・短期入所生活介護

※以上は介護予防を含む
・介護予防・日常生活支援総合事業の訪問介護相当サービス（生活援助中心型のサービスを除く）
・介護予防・日常生活支援総合事業の通所介護相当サービス

また、①と②の条件を満たす場合、次の介護サービス利用料も「医療費控除」の対象となります。

①ケアプランに基づき利用した場合のサービスであること
②ケアプランに、「医療系の介護サービス」のいずれか、または、医療保険の訪問看護が位置づけ
られていること

医療系の介護サービスまたは医療保険の訪問看護

✚

控除の対象になる、
医療系の介護サービスは？
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特別養護老人ホーム入所希望者は293人　平成29年11月入所判定委員会
　

平
成
29
年
11
月
入
所
判
定
委
員
会
時
の
要

介
護
３
以
上
の
入
所
申
込
者
数
は
、大
北
全

体
で
２
９
３
人
で
す
。待
機
場
所
の
割
合
は

在
宅
44
％
、施
設
等
56
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、11
月
ま
で
の
１
年
間
に
開
催
さ
れ

た
特
例
入
所
の
判
定
委
員
会
に
は
14
人
（
要

介
護
１
・
２
）の
方
か
ら
入
所
の
申
し
込
み
が

あ
り
、ご
自
宅
で
の
生
活
が
難
し
い
た
め
入

所
の
必
要
性
が
あ
る
と
判
定
さ
れ
ま
し
た
。

介
護
給
付
費
通
知
書
に
つ
い
て

　

10
月
〜
12
月
に
介
護
保
険
の
サ
ー
ビ
ス
を
ご
利
用
し
た
方
を
対
象
に
、左
の
よ
う
な
通
知
書
（
は

が
き
）を
お
送
り
し
ま
す
。（
来
年
３
月
初
旬
発
送
予
定
）

　

こ
の
お
知
ら
せ
は
、介
護
保
険
事
業
所
か
ら
、ど
の
よ
う
な
サ
ー
ビ
ス
を
ど
れ
く
ら
い
利
用
さ
れ
た

か
を
お
知
ら
せ
す
る
と
と
も
に
、介
護
保
険
事
業
に
対
す
る
ご
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
く
た
め
の
も

の
で
す
。（
こ
の
お
知
ら
せ
に
よ
り
、手
続
き
を
し
て
い
た
だ
く
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
）

【介護度別入所申込者の待機場所】（人）
（平成 29 年 11 月集計）

待　機　場　所

要介護度 在　宅 老人保健
施　　設

療養型
施設等

グループ
ホーム 合　計

要介護３ 63 58 7 9 137
要介護４ 34 32 4 3 73
要介護５ 31 43 7 2 83
合　　計 128 133 18 14 293
※「療養型施設等」は療養型施設の他に有料老人ホームを含みます。

398-0002

大町市大町○○○○

　○○　○○様

398-0002

大町市大町 1058-33

北アルプス広域連合　電話 22-6764

医療費通知と同
じ役割のお知ら
せなのね。

はがきを開いた内側の記載例


